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ｄ 

EU デジタル市場法（DMA）について 

欧州連合（以下「EU」）は、域内市場におけるデジタルサービスの発展に対

応し、市場構造を保護するとともに、市場効率を促進し、ビッグテックが「ゲ

ートキーパー」となり、自らに有利な設定によって他の企業と消費者間の公正

な流通を阻害してオンラインプラットフォーム市場を独占することを防止す

るため、デジタル市場法（Digital Markets Act、以下「DMA」）を制定し、2024

年 3 月 6 日に正式に発効した。 

欧州はかつてから先進的な市場と位置づけられているため、この新規制は、

すでに国際的な大手インターネットテクノロジー企業の注目を集めており、ま

た、DMA の発効と EU 委員会による具体的な実施により、中小企業の市場参

入に新たな機会をもたらすかどうかが注目される。本稿では、EU で制定され

た「デジタル市場法（DMA）」の概要を説明し、EU 委員会がビッグテック三

社（以下、A 社、B 社、C 社をいう）に対して提起した具体的な違反行為の理

由を踏まえて、DMA の実際の運用について考察する。 

一、DMA の概要 

1. 背景：2000 年、EU はデジタルサービスを規制するために「電子商取引指

令（e-Commerce Directive）」を制定した。しかし、過去 20 年間のインター

ネット経済の急速な発展に伴い、多くの新たな問題が徐々に浮上し、「電子

商取引指令」はもはや現代社会の歩みに追いついていないことに鑑み、EU

議会は、2022 年に「デジタルサービス法（Digital Services Act、以下「DSA」）」

と「デジタル市場法（DMA）」の草案を可決した。DSA は 2022 年 11 月 16

日に、DMA は 2024 年 3 月 6 日に発効し、これら両法を合わせて、ユーザ

ーとデジタル空間における公正性を保護する現代的な枠組みを形成してい

る。 

2. 規制対象1：DMA は、大規模なオンラインプラットフォームがその支配的

地位を乱用して市場を独占することを防止することを目的としている。規

                                                
1 詳細は The Digital Markets Act: ensuring fair and open digital markets - European Commission 

(europa.eu)を参照。 
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制対象を特定しやすくするために、DMA は、大規模なオンラインプラット

フォームを「ゲートキーパー」と表現し、「ゲートキーパー」を構成する三

つの客観的基準を下記のとおり制定した。 

(1) 強い経済的地位を有し、EU 域内市場に対して大きな影響力を持ち、か

つ複数の EU 加盟国で活動している。 

(2) 膨大なユーザーグループと多数の企業を結びつけることができる強力

な仲介的地位を有している。 

(3) 定着した市場地位を享受しているか、近い将来にそのような地位を享受

することが予見できる。これは、過去 3 年間の各会計年度において、常

に上記の二つの基準を満たして、時間の経過とともに市場地位が定着し

ていることをいう。 

 EU は 2023 年 6 月、国際的な大手テクノロジー企業六社を初めて「ゲー

トキーパー」に指定し、合計 22 のプラットフォームが DMA の規制対象と

なった。このうち 3 社は、今回 EU 委員会が調査を開始した企業であり、

詳細は後述する。 

3. 規制内容2：ゲートキーパーとなった企業は、DMA の規定によって、日々

の業務や運営において、いくつかの「行うべきこと（Do’s）」及び「行うべ

きではないこと（Don’ts）」の義務を遵守することが求められる。 

3.1. 「行うべきこと」としては、次に掲げることを含む。 

(1) 特定の状況において、サードパーティーがゲートキーパー自身のサ

ービスと相互運用することを認めること。 

(2) ビジネスユーザーがゲートキーパーのプラットフォームを使用す

る際に生成したデータにアクセスすることを認めること。 

(3) 広告主やパブリッシャーがゲートキーパーのプラットフォーム上

で掲載した広告を検証するために必要なツールと情報を提供する

こと。 

(4) ビジネスユーザーがゲートキーパーのプラットフォーム外で自社

の製品を宣伝し、顧客と契約を締結することを認めること。 

3.2. 「行うべきではないこと」としては、次に掲げることを含む。 

                                                
2
 同注 1。 
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(1) ゲートキーパー自身が提供するサービスや製品を他社のものより

も優遇して扱うこと3。 

(2) 消費者がプラットフォーム外の企業に接続するのを制限すること。 

(3) プリインストールされたソフトウェアやアプリについて、ユーザー

の希望に応じたアンインストールを禁止すること。 

(4) 有効な同意を得ないまま、ターゲティング広告を目的として、ゲー

トキーパーのプラットフォームサービスの外でユーザーを追跡す

ること。 

4. 制裁方式4： 

4.1. 制裁金：最大で企業の全世界の年間売上高の 10％、違反を無視して繰

り返した場合は最大で 20％。 

4.2. 定期的制裁金：最大で平均日商の 5％。 

4.3. 救済措置：ゲートキーパーが DMA の義務に組織的に違反した場合、

市場調査の後、ゲートキーパーに対し追加的な救済措置を講じること

ができる。これらの救済措置は、違反行為に比例したものでなければ

ならず、必要に応じて、事業の一部の分割など、行動的又は構造的問

題解消措置からなる非金融的救済措置を最終手段として講じること

ができる。 

二、A 社、B 社、C 社の具体的な違反行為 

1. 今回の調査において、EU 委員会は、A 社と B 社のアプリストアの反ステ

アリング規則が、ゲートキーパーに対し、アプリの開発者が消費者をゲー

トキーパーのプラットフォーム外に誘導させることを無償で許可すること

を定めている DMA 第 5（4）条に違反する懸念があると判断した。 

2. EU 委員会は、A 社の検索エンジンにおける検索結果表示に関して、ゲート

キーパーの自社サービス又は製品を優遇することを禁止する DMA 第 6（5）

条の規定に違反したとして、A 社を提訴した。 

3. EU 委員会は、B 社のブラウザ選択画面のデザインは、ユーザーの真の選択

                                                
3
 例えば、ゲートキーパー自身が提供するサービスや製品を、ゲートキーパーのプラットフォ

ーム上でサードパーティが提供する類似のサービスや製品よりもランキングにおいて優遇す

ること。 
4
 同注 1。 
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権を阻害し、DMA 第 6（3）条の規定に違反すると考え、B 社に対して訴

訟を提起した。その具体的な違反行為は、次の事項が含まれる。 

• ユーザーが B 社製モバイルオペレーションシステム上のあらゆるア

プリケーションを容易にアンインストールできないこと。 

• B 社製モバイルオペレーションシステムのデフォルト設定を容易に

変更できないこと。 

• ユーザーに選択の画面が表示された場合、その画面では、デフォル

トサービスの代替サービスを効果的かつ容易に選択できないこと。 

4. EU 委員会は、C 社が最近 EU 域内で導入した「支払うか同意か（pay or 

consent）」モデルが、ユーザーが同意しない場合、真の選択権が与えられず、

最終的にゲートキーパーがユーザーのデータを蓄積し続けることを阻止で

きない懸念があり、DMA第 5条第 2項に違反している可能性があるとして、

C 社に対し訴訟を提起した。当該条項では、ユーザーがゲートキーパーの

サービスの異なるプラットフォームで個人情報を結合又は相互利用する場

合、その同意を得なければならないと定めている。 

 DMA は、デジタル分野の市場をより公正なものにし、競争の健全化を図る

ことを目的としている。このグローバル化の時代の下、特にデジタルテクノロ

ジー産業においては、インターネットサービスが天候や交通などの障害に左右

されず、情報の急速な伝達と結合により人々の生活に数え切れない利便性をも

たらし、習慣化している現在、多国籍企業はこれによりますます成長してメガ

企業となったが、その市場における支配的な地位を利用し、自らが尽きる上げ

た枠組みやエコシステムの中に、世界中のユーザーを気づかぬうちに閉じ込め

ており、そこから抜け出すことすら困難となっている。今回、EU が世界の大

規模なインターネットテクノロジー企業を全面的に監視・管理するために率先

して「デジタルサービス法（DSA）」及び「デジタル市場法（DMA）」を制定

するほか、すでに米国企業数社を最初の監視・調査対象に指定しており、この

種の企業の事業や経営に大きな影響を与えるであろう。地域限定の法律ではあ

るが、長期的には、EU はその国際関係と強力な経済力を駆使して、デジタル

市場の公正性を促進し、広範囲にわたるユーザーを保護することができるかも

しれないほか、中小企業がそのプラットフォーム上でより公正な待遇を受け、

さらには新たな市場参入の機会を得ることを増やすことも期待される。 


